
川崎市児童手当事務取扱要綱 

（目的） 

第１条 児童手当法（昭和４６年法律第７３号。以下「法」という。）

の施行については、法、児童手当法施行令（昭和４６年政令第２８１

号。以下「政令」という。）及び児童手当法施行規則（昭和４６年厚

生省令第３３号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この

要綱の定めるところによる。 

 （父母指定者の届出） 

第２条 規則第１条の３に規定する児童手当・特例給付父母指定者指定

届は、第１号様式による。 

（認定の請求等） 

第３条 規則第１条の４第１項に規定する児童手当・特例給付認定請求

書は、第２号様式による。 

２  前項に規定する請求書の提出があった場合において、認定したとき

は第３号様式により、却下したときは第４号様式によりその旨を当該

請求者に通知するものとする。 

３  規則第１条の４第２項第３号に規定する別居監護申立書は、第５号

様式による。 

４  規則第１条の４第３項に規定する児童手当認定請求書（施設等受給

資格者用）は、第６号様式による。 

５  前項に規定する請求書の提出があった場合において、認定したとき

は第７号様式により、却下したときは第８号様式によりその旨を当該

請求者に通知するものとする。 

（額改定の請求等） 



第４条 規則第２条第１項に規定する児童手当・特例給付額改定認定請

求書・額改定届は、第９号様式による。 

２  前項に規定する請求書・届の提出があった場合において、改定する

ことに決定したときは第１０号様式により、改定しないことに決定し

たときは、第１１号様式により、その旨を当該請求者に通知するもの

とする。 

３  規則第２条第３項に規定する児童手当額改定認定請求書・額改定届

（施設等受給者用）は、第１２号様式による。 

４  前項に規定する請求書・届の提出があった場合において、改定する

ことに決定したときは第１３号様式により、改定しないことに決定し

たときは、第１４号様式により、その旨を当該請求者に通知するもの

とする。 

（受給事由消滅届等） 

第５条 規則第７条第１項に規定する児童手当・特例給付受給事由消滅

届は、第１５号様式による。 

２  前項に規定する消滅届の提出があった場合において、消滅すること

に決定したときは、第１６号様式により、その旨を該当請求者に通知

するものとする。 

３  規則第７条第２項に規定する児童手当受給事由消滅届（施設等受給

者用）は、第１７号様式による。 

４  前項に規定する消滅届の提出があった場合において、消滅すること

に決定したときは、第１８号様式により、その旨を該当請求者に通知

するものとする。 

（現況届等） 

第６条 規則第４条第１項に規定する児童手当・特例給付現況届は、第



１９号様式による。 

２  規則第４条第３項に規定する児童手当現況届（施設等受給者用）は

、第２０号様式による。 

（氏名等の変更） 

第７条 規則第５条第１項に規定する児童手当・特例給付氏名住所等変

更届は、第２１号様式による。 

２  規則第５条第２項に規定する児童手当・特例給付氏名住所等変更届

（施設等受給者用）は、第２２号様式による。 

 （未支払の請求） 

第８条 規則第９条第１項に規定する未支払児童手当・特例給付請求書

は、第２３号様式による。 

２  前項に規定する請求書の提出があった場合において、支給又は却下

することに決定したときは第２４号様式により、その旨を当該請求者

に通知するものとする。 

３  規則第９条第２項に規定する未支払児童手当請求書（施設等受給者

用）は、第２５号様式による。 

４  前項に規定する請求書の提出があった場合において、これを支給又

は却下することに決定したときは第２６号様式により、その旨を当該

請求者に通知するものとする。 

（支払の一時差止） 

第９条 法第１１条の規定に基づき、児童手当の支払を一時差止めする

ことに決定したときは、第２７号様式により、その旨を当該請求者へ

通知するものとする。 

２  請求者が法第７条第２項に規定する施設等受給資格者又は施設等受

給資格者であった者である場合は、第２８号様式により、その旨を当



該請求者に通知するものとする。 

（職権による額改定・受給事由消滅） 

第 1 0 条  現有公簿等により職権で児童手当の額を改定、受給事由を消

滅することに決定したときは、第１０号様式又は第１６号様式により

、その旨を当該受給者に通知するものとする。 

２  請求者が施設等受給資格者又は施設等受給資格者であった者である

場合は、第１４号様式又は第１８号様式により、その旨を当該受給者

に通知するものとする。 

（支払の手続） 

第 1 1 条  手当の支払は原則として銀行口座振替方式とし、第２９号様

式又は第３０号様式（施設等受給者用）により、その旨を当該受給者

に通知するものとする。支払日は、法第８条第４項に規定する支払期

月の１４日とする。 

２  法第８条第４項ただし書に規定する児童手当の支払月は、４月、８

月、１２月とし、当該支払期月の１４日とする。 

３  第１項の規定にかかわらず、銀行口座を利用できない等やむをえな

い理由がある場合における児童手当の支払は、川崎市金銭会計規則（

昭和３９年川崎市規則第３１号）第１０４条第２項に基づき、債権者

の申出により、指定金融機関での現金払とし、支払日等の支給内容に

ついては第３１号様式により、当該受給者に通知するものとする。 

４  第１項及び第２項に規定する支払日が国民の祝日に関する法律（昭

和２３年法律第１７８号）に規定する休日、日曜日又は土曜日（以下

「休日等」という。）に当たるときは、当該日前に最も近い休日等で

ない日を支払日とする。 

（身分を示す証票） 



第 1 2条  規則第１３条に規定する児童手当担当職員が携帯すべき身分

を示す証票は、第３２号様式による。 

（個人番号の変更等） 

第 1 3条  個人番号の変更等に係る申出書は、第３３号様式による。 

 （寡婦(夫 )控除のみなし適用の申請） 

第 1 4 条  寡婦 (夫 )控除のみなし適用に係る申請書は、第３４号様式に

よる。 

（委任） 

第 1 5 条  この要綱の実施に関し必要な事項は、こども未来局長が定め

る。 

   附  則  （平成６年４月１日 ５川民児第７０４号） 

（施行期日） 

 １  この要綱は平成６年４月１日から実施する。 

 （児童手当事務処理要領の廃止） 

２  従前の児童手当事務処理要領は廃止する。 

   附  則  （平成９年４月１日 ９川健児第１０８号） 

 （施行期日） 

１  この改正要綱は平成９年４月１日から施行する。 

   附  則  （平成１１年３月１７日 １０川健児第９０４号） 

 （施行期日） 

１  この改正要綱は平成１１年４月１日から施行する。 

   附  則  （平成１４年３月１５日 １３川健児第９７１号） 

 （施行期日） 

１  この改正要綱は平成１４年４月１日から施行する。 

   附  則  （平成１８年４月１日 １８川健こ家第２１０５号） 



 （施行期日） 

１  この改正要綱は平成１８年４月１日から施行する。 

   附  則  （平成１９年４月１日 １９川健こ家第４７３号） 

 （施行期日） 

１  この改正要綱は平成１９年４月１日から施行する。 

附  則 （平成２０年３月２６日 １９川健こ家第１９０２号） 

 （施行期日） 

１  この改正要綱は平成２０年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

１  改正前の要綱の規定により調製した帳票で現に残存するものについ

ては、当分の間、必要な箇所を訂正した上で、引き続きこれを使用す

ることができる。 

（施行期日） 

１  この改正要綱は平成２８年１月１日から施行する。 

（施行期日） 

１  この改正要綱は平成２８年４月１日から施行する。 

  附  則  

この要綱は平成２９年４月１日から施行する。 

附  則  

この要綱は平成２９年７月１８日から施行する。 

附  則  

この要綱は平成３０年６月１日から施行する。 

附  則  

（施行期日） 

１  この要綱は平成３１年２月１日から施行する。 



（経過措置） 

２  改正前の要綱の規定により調製した帳票で、現に残存するものにつ

いては、当分の間、必要な箇所を訂正した上、引き続きこれを使用す

ることができる。  



第１号様式

電話　　　（　　　　　）

電話　　　（　　　　　）

電話　　　（　　　　　）

◎　裏面の注意をよく読んでから記入してください。　
◎　※印の欄は、記入しないでください。
◎　字は、楷書（かいしょ）ではっきり書いてください。
◎　記名押印に代えて、署名することができます。

平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　印

住 所

父母指定者の氏名

児 童 の 氏 名

　児童手当法第４条第１項第２号に定める父母指定者として、上記の者が指定され
たことを証明します。

・ ・

　　児童の生計を維持している私、　　　　　　　　　　　は、

　　　　上記１に記載されている者を父母指定者として指定いたします。

（切り取らずに市町村へご提出ください。）

児童手当・特例給付　父母指定者指定届受領証

生年月日
明治
大正
昭和
平成

・　　　・
児童
との
続柄

帰国見込
年 月 日

帰国見込
年 月 日

・ ・

配

偶

者

上

記

の

者

の

配偶
者の
有無

有・無

（ふりがな）

住所
氏名

３．日本国内に住所を有しない父母等が記入してください。
父

母

等

維

持

し

て

い

る

児

童

の

生

計

を

（ふりがな）
氏名

住所

生年月日
明治
大正
昭和
平成

・　　　・
児童
との
続柄

平成　　・　　・ 同　・　別

平成　　・　　・ 同　・　別

平成　　・　　・ 同　・　別

明治
大正
昭和
平成

・　　　・

２．　日本国内に住所を有しない父母等と別居している児童について、父母指定者として指定を受ける方が
　　記入してください。

児

童

氏 名
父母指定者
との関係

生 年 月 日
父母指定者との
同居・別居の別 住 所

父母指定者と別
居している理由

・ ・

１．日本国内に住所を有しない父母等によって父母指定者として指定を受ける方が記入してください。

父

母

指

定

者

（ふりがな）

住所
〒　　　-

氏　名

生年月日

（表面）

児童手当・特例給付　父母指定者指定届
提 出 年 月 日 ※受付確認年月日

（宛先）川崎市長 平成 ・ ・ 平成



（裏面）

 注意 

1.  この届は、日本国内に住所を有しない父母等によって当該父母等が生計を維持している子どもの子

どものための手当を受給する者として指定された方（以下「父母指定者」といいます。）が、子どもの

住所地の市町村に提出するものです。 

2.  父母指定者は表面の１及び２の各欄について記入してください。 

3.  表面の２の「父母指定者と別居している理由」の欄は、子どもが父母指定者と別居している場合に、

その理由を記入してください。（例：子どもが学校の寮に居住しているため同居できない） 

4.  表面の３の各欄については、父母指定者を指定した父母等が記入してください。 

5.  「帰国見込年月日」欄は、国外に居住している子どもの生計を維持している父母等又はその配偶者

が日本国内に帰国する予定の年月日をそれぞれ記入してください。 

6.  表面の３の下の下線部分は、父母指定者を指定した方が署名してください。これにより、父母指定

者を指定することとなります。 

・ この届は、父母指定者に指定された方が子どもの住所地の市町村へ提出してください。 

・ 父母指定者が子どもとは別の市町村に住所を有する場合は、父母指定者の住所地の市町

村に対して子ども手当の認定請求をする際に、子どもの住所地の市町村から発行される

「子どものための手当 父母指定者指定届受領証」を添付してください。 

 注意 

1.  この届は、日本国内に住所を有しない父母等によって当該父母等が生計を維持している児童の児童

手当等（児童手当及び特例給付をいいます。以下同様です。）を受給する者として指定された方（以下

「父母指定者」といいます。）が、児童の住所地の市町村に提出するものです。 

2.  父母指定者は表面の１及び２の各欄について記入してください。 

3.  表面の２の「父母指定者と別居している理由」の欄は、児童が父母指定者と別居している場合に、

その理由を記入してください。（例：児童が学校の寮に居住しているため同居できない） 

4.  表面の３の各欄については、父母指定者を指定した父母等が記入してください。 

5.  「帰国見込年月日」欄は、国外に居住している児童の生計を維持している父母等又はその配偶者が

日本国内に帰国する予定の年月日をそれぞれ記入してください。 

6.  表面の３の下の下線部分は、父母指定者を指定した方が署名してください。これにより、父母指定

者を指定することとなります。 

・ この届は、父母指定者に指定された方が児童の住所地の市町村へ提出してください。 

・ 父母指定者が児童とは別の市町村に住所を有する場合は、父母指定者の住所地の市町村に対して児

童手当等の認定請求をする際に、児童の住所地の市町村から発行される「児童手当・特例給付 父

母指定者指定届受領証」を添付してください。 



（表面）

（裏面）

第２号様式



第３号様式 



第４号様式 



第５号様式 



第６号様式

（裏面）



第７号様式 





第８号様式 



第９号様式 (表面）



（裏面） 



第１０号様式 



第１１号様式 



第１２号様式

〒 － 〒 －

（　　） （　　）

円

円

円

◎　裏面の注意をよく読んでから記入してください。
◎　※印の欄は、記入しないでください。
◎　字は、楷書（かいしょ）ではっきり書いてください。
◎　記名押印に代えて、署名することができます。

（日本工業規格Ａ列４番）

（表面）

児童手当 
額改定認定請求書
額 　改 　定 　届

（施設等受給者用）
提 出 年 月 日 ※受付確認年月日

・

受

給

者

（ふりがな）

職業

殿 平成 ・ ・ 平成 ・

設置者等の
氏名

（法人名等）

施設等の
名称

施設等
の種類

設置者等の住
所地（法人の
主たる事務所
の所在地）

電話 電話

増 額 又 は 減 額 の 別 増　額　　・　　減　額

増 額 又 は 減 額 の 原 因 と な る 施 設 入 所 等 児 童

氏       名 生　年　月　日 備　　考

施設等所
在地又は
里親住所
地

平成　　 ・　 　・

平成　　 ・　 　・

平成　　 ・　 　・

平成　　 ・　 　・

平成　　 ・　 　・

平成　　 ・　 　・

平成　　 ・　 　・

平成　　 ・　 　・

平成　　 ・　 　・

平成　　 ・　 　・

平成　　 ・　 　・

平成　　 ・　 　・

  平成　  ・
3歳未満分

増　額　し　た　理　由
ア．委託又は入所若しくは入院

イ．その他（　　　　　　　　　　　　　　）

減額した理由
ア．死亡した
イ．委託解除された又は退所若しくは退院をした
ウ．その他　（　　　　　　　　　　　　　）

事 由 の 発 生 し た 年 月 日 平成　　　　　・　　　　　　・

3歳以上分
計

備

考

※認定
・改定
・却下

※認定・改定・
却下年月日

※認定・改定
年月

※手当月額

平成　・　・

・　　・
ア．被用者
イ．公務員
ウ．被用者等でない者

生年月日

明治

大正

昭和

平成



備考

１． 必要があるときは、所要の変更又は調整を加えることができる。
２． 受給資格者に周知することにより、注意事項を省略することができる。

（裏面）

注意

１ この用紙は、里親等に委託され、又は施設等に入所若しくは入院をしている児童（以下「施設入所等児童」といいます。）

に異動があり、その結果、児童手当の額が増額又は減額する場合に、その増額又は減額の原因となる児童について記入の上、

提出してください。増額の原因となる児童と減額の原因となる児童がいる場合は、別々の用紙で提出してください。

２ 「設置者等の氏名（法人名等）」の欄は、受給者が個人である場合は氏名を、法人である場合は法人名及び代表者氏名を記

入してください。設置者が国又は地方公共団体である場合は、団体名及び代表者氏名等を記入してください。

３ 「職業」、「性別」、「生年月日」の欄は、受給者が法人である場合は記入する必要はありません。

４ 「施設等の名称」の欄は、児童が入所している施設等の名称を記入してください。里親の場合は記入する必要はありませ

ん。

５ 「施設等の種類」の欄は、以下のうちで当てはまる施設等の種類を記入してください。

６ 「設置者等の住所地（法人の主たる事務所の所在地）」の欄は、受給者が個人である場合は住民票上の住所を、法人である

場合はその主たる事務所の所在地を記入してください。

７ 「施設等所在地又は里親住所地」の欄は、受給者が施設等の設置者（小規模住居型児童養育事業を行う者を含みます。以

下同様です。）である場合は児童が委託され、又は入所若しくは入院をしている施設等の所在地を、里親の場合は住民票上

の住所を記入してください。

８ 「増額又は減額の原因となる施設入所等児童」の欄は、当該里親等に委託され、又は当該施設等に入所若しくは入院をして

いる 15歳に達する日以後の最初の 3月 31日までの間にある子について、記入してください。記入に代えて、名簿を添えて提
出することも可能です。（※委託又は入所若しくは入院が２月以内の期間を定めて行われたものである等一定の要件に該当する

場合は施設入所等児童には該当せず、支給の対象とはなりません。）

９ 備考欄は、同一の受給者が同一の施設として複数の施設を運営している場合であって当該複数の施設のうち施設等所在地と

異なる所在地にある施設に居住している等により施設等所在地と居住地が異なる施設入所等児童がいる場合に当該施設入所等

児童の居住地を記入してください。 

10 「増額した理由」の欄は、「ア」又は「イ」のいずれか該当するものを○で囲み、「イ」を○で囲んだ場合は、その理由を具

体的に記入してください。 

11 「減額した理由」の欄は、「ア」から「ウ」までのいずれか該当するものを○で囲み、「ウ」を○で囲んだ場合は、その理由

を具体的に記入してください。 

12 「事由の発生した年月日」の欄は、「10」又は「11」の事由の発生した年月日を記入してください。 

13 この請求書には、児童手当の額が増額する場合は、増額の原因となる児童について、次の書類を添えて提出してください。 

・ 施設入所等児童が委託され、又は入所若しくは入院をしていることを明らかにすることができる書類（施設入所等児

童に係る措置決定通知書又は契約書の写し） 

14 施設等の設置者は、施設等ごとに施設等の所在地の市町村（特別区を含みます。）へこの請求書を提出してください。 

15 設置者が国又は地方公共団体である場合は、児童一人一人の支払希望金融機関・支店名・口座番号・口座名義が分かる書類

を添えて提出してください。 

小規模住居型児童養育事業者、里親、障害児入所施設、指定発達支援医療機関、乳児院、児童養護施設、

児童心理治療施設、児童自立支援施設、障害者支援施設、のぞみの園、救護施設、更生施設、婦人保護施設



第１３号様式 





第１４号様式 





第１５号様式 

（表面） 



（裏面） 



第１６号様式 



第１７号様式 





第１８号様式 



１９号様式



（裏面） 



第２０号様式



第２１号様式 





第２２号様式 





第２３号様式

電話　　　（　　　　　）

〒 －

〒 －

〒 －

〒 －

〒　　　　　　-
川崎市

◎　裏面の注意をよく読んでから記入してください。
◎　※印の欄は、記入しないでください。
◎　字は、楷書（かいしょ）ではっきり書いてください。
◎　記名押印に代えて、署名することができます。

（表面）

未支払　児童手当・特例給付　請求書 提 出 年 月 日 ※受付確認年月日

（宛先）川崎市長 平成　　年　　月　　日 平成　　年　　月　　日

昭
・
平

氏  名
（法人名等）

年　　　　　月　　　　　日

（

死

亡

者
）

住  所
（法人の主たる
事務所の所在
地）

〒　　　　-

川崎市

死亡した
年 月 日

平成　　　　　年　　　　　月　　　　　日

養

育

し

て

い

た

児

童

(ふりがな)
住　　　所

氏　　名

受
給
資
格
が
あ
っ

た
者

（ふりがな）

生年月日

内

容

請
求
の

請 求 期 間
平成　　　　年　　　月分から

平成　　　　年　　　月分まで
請 求 金 額

円
(　　　　　　　　箇月分)

支 払 希 望
金 融 機 関

（◆請求者名義
の

口座に限る）

金融機関名

銀行
金庫
農協

口座
番号

普通
・
貯蓄

本(支)店名
本店
支店
支所
店番号

口座名義(カタカナ)

備考

請

求

者

（ふりがな）

氏 名
（ 法 人 名 等）

住　　所
（法人の主たる事
務所の所在地）

※支給決定年月日 平成　　　年　　　月　　　日 ※請求却下年月日 平成　　　年　　　月　　　日　



（裏面）

注意

１  「養育していた児童」の欄は、児童手当等（児童手当及び特例給付をいいます。以下同様です。）

の受給資格があった者（死亡者）が養育（監護し、かつ、生計を同じくするか又は生計を維持す

ることをいいます。）をしていた児童（18歳に達する日以後の最初の 3月 31日までの間にある
者をいいます。）の全てについて記入してください。

２  「請求の内容」の「請求期間」欄及び「請求金額」欄は、「１」の児童手当等の受給資格があ

った者（死亡者）に支払われるべき児童手当等で、まだその者が支払を受けていなかったものに

ついて、その期間及び金額をそれぞれ記入してください。



第２４号様式 



第２５号様式 

（表面） 

（裏面） 



第２６号様式 



第２７号様式 



第２８号様式 



第２９号様式 



第３０号様式 



第３１号様式 



第３２号様式 



第３３号様式



第３４号様式


